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「当座貸越ＷＥＢ申込サービス」利用規定 

第１条（サービスの内容）  

「当座貸越ＷＥＢ申込サービス」（以下、「本サービス」といいます）は、「池田泉州

銀行ビジネスゲート」（以下、「基本サービス」といいます）内の「各種サービス・

ＷＥＢ申込サービス」のひとつで、当行と当座貸越契約（名称は問わない）をご契

約いただいているお客様が、インターネット上で当座貸越の貸越利用申込手続きが

できるサービスをいいます。 

 

第２条（本規定の適用） 

本規定は、本サービスの利用に関して定めたものです。本サービスの提供に関し

ては、当行と本サービス利用者の間に以下の規定が適用されるものとします。 

 

第３条（サービス利用対象者）  

（１） 本サービス利用対象者は、次のすべてに該当する方とします。 

①当行と当座貸越契約をご契約いただいている方 

但し、下記イ・ロ・ハは除きます。 

イ．信用保証協会保証付の当座貸越契約 

ロ．単独明細型の当座貸越契約 

（商品名：シャトルローン、タイムリー、スーパータイムリー） 

ハ．一般当座貸越契約（当座勘定取引に付帯する当座貸越取引）  

②基本サービスをご契約いただいている方 

（２） 基本サービス契約の代表口座の顧客番号と当座貸越契約の顧客番号とが相違する場

合は、本サービスをご利用いただけません。 

（３） 本サービス利用対象者が本サービスを利用する場合、申込書の提出などの手続きは

不要です。ただし、本規定およびこれに関連する契約ならびに規定の内容を十分に

理解し、 本サービス利用に際しそれらが適用されることを承諾したうえで本サービ

スを利用するものとします。 

 

第４条（利用申込権限の設定）  

（１） 本サービス利用者のうち、基本サービスの「マスターユーザ」または「管理者ユー

ザ」の操作権限が登録された方が、本サービスにより貸越利用申込いただけます。 

（２） 本サービス利用者が行った操作権限の登録により生じた不正申込や不正使用等の事

故に基づき損害が生じても、当行の責めに帰すべき事由による場合を除き、その損

害は全て本サービス利用者が負担するものとします。 
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第５条（請求） 

（１） 本規定において、「請求」とは本サービスにより当座貸越の貸越利用申込手続きを行

うことをいいます 

（２） 当座貸越契約に基づく取引は本条第１項による請求を含むものとします。 

（３） 請求は、借入希望日の１ヶ月前の応答日から３営業日前までに行うことができます。 

（４） 本サービス利用者が本サービスの「お申込内容」欄の必須項目をすべて入力し、「提

出」および確認画面の「確定」ボタンを押下すると請求手続きが完了します。 

（５） 本サービス利用者が請求を行った場合、当行は翌営業日以降に内容を確認のうえ、

所定の審査を実施後、貸出の手続きを行います。  

連絡が取れない等の理由により申込内容の確認ができない場合は、請求はなかった

ものとして取扱います。 

借入希望日において貸越極度額を超える請求など、請求内容に不備がある場合は、

請求はなかったものとして取扱います。 

（６） 本サービス利用者が請求の取消をする場合は、借入希望日の前営業日までに本サー

ビス利用者が当行の取引店に連絡するものとします。  

請求の取消により当行に損失（ただし、当行の責めに帰すべき事由により生じたも

のおよび逸失利益を除きます）が生じた場合には、本サービス利用者がこれを支払

うものとします。 

（７） 本サービス利用者が請求内容の変更（修正を含みます）を希望する場合は、借入希

望日の前営業日までに本サービス利用者が当行の取引店に連絡のうえ、請求を取消

し、変更後の内容により再度請求するものとします。（再度請求する場合においても、

本条第３項の期限内に請求を行う必要がございます。） 

請求内容の変更により当行に損失（ただし当行の責めに帰すべき事由により生じた

ものおよび逸失利益を除きます）が生じた場合には、 本サービス利用者がこれを支

払うものとします。 

（８） 請求が当行所定の方法によりなされた場合、当行は本サービス利用者の正当な権限

者により有効に当該請求がなされたものとみなします。 

本サービス利用者は当該請求後におこなわれた一切の取引についてその責任を負う

ものとし、万一これによって本サービス利用者に損害が生じた場合でも、当行の責

めに帰すべき事由がある場合を除き、当行は責任を負いません。 

（９） 請求に関し、当行が必要とする場合は、本サービス利用者は当行が指定する方法や

形式により、必要書類を別途提出するものとします。 

（１０）請求に関しては、本規定のほか、別途締結した銀行取引約定書、当座貸越契約およ

びこれらに付随する契約書、特約書等の各条項に従うものとします。 
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第６条（利用手数料）  

本サービスの利用にあたって、料金は発生しません。 ただし、別に当座貸越契約

もしくはこれに付随する契約書、特約書等に定めがある場合は、当該手数料の支払

いが必要となる場合があります。 

 

第７条（届出事項の変更）  

（１） 本サービス利用者は、名称、住所、電話番号、メールアドレス、その他の届出事項

に変更があった場合、直ちに当行に対し、当行が定める方法により、当該変更の届

出をするものとします。なお、当該届出がなされなかったことで、本サービス利用

者が不利益を被ったとしても、当行の責めに帰すべき事由による場合を除き、当行

は本サービス利用者に対し一切責任を負わないものとします。 

（２） 前項に定める届出事項の変更手続きがなされなかったために、当行からの送信、通

知または当行が送付する書類や電子メールなどが延着し、または到着しなかった場

合は、通常到着すべきときに到着したものとします。 

 

第８条（解約・一時停止） 

（１） 本サービスは基本サービスに付随するため、本サービス利用者および当行は、本サ

ービスのみを解約もしくは一時停止（以下、「解約等」といいます）できないものと

します。 ただし、当行が必要と判断した場合、本サービスのみを解約等する場合が

あります。 

（２） 本サービスを解約等する場合は、基本サービスの解約等を行うものとします。この

場合、基本サービス利用規定に従うものとします。 

 

第９条（関連規定の適用・準用） 

（１） 本規定に定めのない事項については、基本サービスの利用規定を準用します。基本

サービス利用規定と本規定との間に齟齬がある場合、本サービスに関しては本規定

が優先的に適用されるものとします。 

（２） 前項以外において本規定に定めのない事項については、総合口座および流動性預金

関連規定、当座勘定規定等関係する規定により取扱います。これらの規定と本規定

との間に齟齬がある場合、 本サービスに関しては本規定が優先的に適用されるもの

とします。 

以上 

（2024年2月1日現在） 


